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取消処分者講習実施要綱の改正について（通達）

取消処分者講習（道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第１０８条の２第１項

第２号に規定する講習をいう ）については 「取消処分者講習実施要綱の改正につい。 、

て（通達 （平成２９年３月１０日付け宮本運教第２６０号）により運用していると）」

ころであるが、この度、妨害運転等を行った運転者の運転行動の改善を図ることを

目的としたディスカッション指導を新たに導入することとしたことに伴い、取消処分

者講習実施要綱（以下「要綱」という ）を別添のとおり改正したので、事務処理上。

遺漏のないようにされたい。

なお、これに伴い、前記通達は廃止する。

記

１ 主な改正点

⑴ 飲酒取消処分者講習以外の講習を実施する場合において、ディスカッション指

導の講習科目を行う運転適性指導員については、交通心理学の専門家等による教

養を受けることを追加した。

、 。⑵ 指定講習機関に係る押印の手続を要する一部の様式を改め 押印を不要とした

⑶ 要綱の細目事項について交通部長が別に定めることとした。

⑷ 所要の改正に加え、文言等の整理を行った。

２ 施行期日

令和５年４月１日



取消処分者講習実施要綱

第１ 趣旨

この要綱は、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号。以下「法」という。）第

１０８条の２第１項第２号に規定する取消処分者講習（以下「講習」という。）の

実施に関し必要な事項を定めるものとする。

第２ 準拠

講習の実施については、法、道路交通法施行令（昭和３５年政令第２７０号）、

道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号。以下「府令」という。）及び

宮城県道路交通規則（平成１３年宮城県公安委員会規則第１号）に定めるもののほ

か、この要綱の定めるところによる。

第３ 基本的留意事項

１ 講習対象者

講習は、法第９６条の３第１項に規定する取消処分者等及び同条第２項に規定

する準取消処分者等（以下「対象者」という。）を対象とする。ただし、対

象者のうち、次のいずれかに該当する者については、飲酒取消処分者講習（以

下「飲酒取消講習」という。）の対象とする。

⑴ 運転免許（以下「免許」という。）の取消事由に係る累積点数の中に、酒気

帯び運転、酒酔い運転又は自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に

関する法律（平成２５年法律第８６号）第２条から第４条までの罪でアルコー

ルの影響によるもの（以下「飲酒運転」という。）の法令違反が含まれている

者

⑵ 無免許で飲酒運転の法令違反がある者

２ 講習指導員及び運転適性指導員

⑴ 講習指導員の要件

交通部運転免許課長（以下「運転免許課長」という。）は、宮城県公安委員

会（以下「公安委員会」という。）が実施する講習において、宮城県警察職員

の中から交通部長が定める要件に該当する者を講習指導員として必要数確保す

るとともに、運転適性検査、技能診断等の業務に必要な補助者についても確保

するものとする。

⑵ 運転適性指導員の要件

ア 運転免許課長は、指定講習機関が実施する講習においては、指定講習機関

に関する規則（平成２年国家公安委員会規則第１号。以下「規則」とい

う。）第５条各号の要件に該当する運転適性指導員を必要数確保させるもの

とし、これ以外の者を運転適性指導に従事させないこと。

なお、同条第５号の要件を満たす者は、指定講習機関に関する規則第５条

第５号の規定に基づき、国家公安委員会が指定する講習を定める件（平成

１４年国家公安委員会告示第３６号）により国家公安委員会が指定する講習



（自動車安全運転センターが実施する新任運転適性指導員研修又は取消処分

者講習指導員（一般）研修をいう。）を終了した者又は公安委員会が行う審

査に合格した者とする。

イ 飲酒取消講習以外の講習（以下「一般の講習」という。）を実施する場合

においては、別に定める講習科目（以下「講習科目」という。）のうち、デ

ィスカッション指導を行う運転適性指導員に、交通心理学の専門家等による

教養を受けさせること。

ウ 飲酒取消講習を実施する場合においては、アルコールスクリーニングテス

ト等特定の講習科目を行う運転適性指導員に、アルコール依存症の専門医に

よる教養を受けさせること。

３ 講習施設

運転免許課長は、所要の受講者を収容できる必要な教材を備えた教室等を整備

し、講習の実施に必要な施設を確保するものとする。

なお、講習を行う施設、教室等については、講習を最も効果的に行うことがで

きるように専用のものを整備するよう努めるものとする。

４ 講習用教材

運転免許課長は、府令第３８条第２項第３号に基づき、教本、視聴覚教材、自

動車等、運転シミュレーター、運転適性検査器材及び実車による指導に必要な器

材等の講習用教材を整備するものとする。

５ 指定講習機関の指定

指定講習機関の指定を受けようとする一般社団法人若しくは一般財団法人又は

指定自動車教習所（以下「一般社団法人等」という。）から指定の申請があった

場合には、法第１０８条の４第１項第１号、規則第５条及び第６条に規定する各

要件について、当該一般社団法人等に直接赴いて確認するとともに、法第１０８

条の４第３項各号に規定する欠格事項のいずれにも該当しない一般社団法人等で

あることの確認を行った後、厳格な審査により指定の可否を判断するものとす

る。

６ 講習対象者の区分

指定講習機関に行わせることができる講習の対象者は、前記１の講習対象者の

うち、指定講習機関における講習の適正かつ確実な実施に配意して、運転免許課

長が区分するものとする。

第４ 講習実施上の留意事項

１ 受講申請の受付等

⑴ 受講日時の指定等

運転免許課長は、講習に関する受講相談、受講資格の確認及び受講の日時及

び場所の指定等の手続を行うものとする。

なお、受講の日時及び場所の指定に当たっては、受講対象者本人であること

及び受講資格の確認を確実に行うとともに、受講者の利便性を考慮し、円滑な



指定に努め、取消処分者講習通知書（別記様式第１号）を交付するものとす

る。

⑵ 受講申請の受付

受講申請は、運転免許課長の指定に基づいて、運転免許課長又は指定講習機

関において受け付けるものとする。

⑶ 受講申請書類等

受講申請は、取消処分者講習受講申請書（別記様式第２号）のほか、写真２

枚を提出させること。

２ 講習時間及び実施期間

⑴ 講習時間は、府令第３８条第２項第５号に基づき１３時間とし、一般の講習

は、１３時間を連続２日間で行うものとする。ただし、やむを得ず連続で実施

することができない場合には 近接した日に第２日目を指定する。、

⑵ 飲酒取消講習は、１３時間を２日間で行い、第２日目については、第１日目

を起算日として３０日を経過した日以降に実施するものとする。ただし、やむ

を得ずこれにより難い場合には、第１日目を起算日として３０日を経過する日

に近接した日に第２日目を指定する。

３ 学級編成等

⑴ 学級編成の基本

１学級の編成は、１グループ３人を単位として計９人の編成を基準とする。

⑵ 講習指導員等の配置

１グループにつき講習指導員又は運転適性指導員（以下「講習指導員等」と

いう。）１人を配置するとともに、１学級につき補助者を１人充てることを原

則とする。

なお、指定講習機関にあっては、法第１０８条の５第１項の規定により、運

転適性指導には運転適性指導員以外の者を従事させることはできないことか

ら、補助者についても運転適性指導員を充てるものとする。

⑶ 講習学級の細分化

受講者の態様に応じた適切な講習を実施するため、四輪車又は二輪車の学級

編成を行うとともに、講習対象者の区分は、原則として、受講者が得ようとし

ている免許の種類に応じて行うものとするが、当該種類に係る運転技量が著し

く未熟な場合等、講習の効果が十分期待できないと認められる場合は、この限

りでない。

４ 運転適性指導

運転適性指導は、筆記又は口頭による検査、運転適性検査器材を用いた検査、

自動車等の運転をさせることにより行う検査及び運転シミュレーターの操作をさ

せることにより行う検査に基づき行うものとする。

５ 講習指導案

一般の講習又は飲酒取消講習については、前記２の１３時間の範囲におい



て講習指導案を作成の上、実施するものとする。

なお、降雪等の悪天候等の事情により予定していた講習科目の実施が困難な場

合は、現場の状況により講習科目等を適宜変更するものとする。

６ 講習終了証明書の交付

運転免許課長は、講習を終了した者に対し、取消処分者講習終了証明書（別記

様式第３号）に受講申請時に提出を受けた写真１枚を貼付して交付し、副本にも

同様に写真を貼付して保管するものとする。

なお、指定講習機関において取消処分者講習終了証明書を交付したときは、そ

の写しを運転免許課長を経由して公安委員会へ送付させるものとする。

７ 講習終了証明書の再交付

運転免許課長は、講習を終了した者から、取消処分者講習終了証明書を亡失、

滅失、毀損等の理由により再交付の申出があった場合には、取消処分者講習終了

証明書再交付申請書（別記様式第４号）により申請させた上で、保管している副

本の写しを交付するものとする。また、指定講習機関が再交付した場合は、取消

処分者講習終了証明書再交付申請書の写しにより運転免許課長を経由して公安委

員会に速やかに報告させること。

なお、講習受講後、住所地を他の公安委員会の管轄する地域に移動した者が、

取消処分者講習終了証明書の再交付を申請する場合には、現住所地を管轄する公

安委員会を経由して、講習を実施した公安委員会又は指定講習機関に申請させる

ものとする。

第５ 指定講習機関に対する指導上の留意事項

１ 指定講習機関に対する指導及び監督

運転免許課長は、指定講習機関と連絡を密にしつつ、規則の関連規定に基づ

き、随時必要な命令、報告又は資料の提出要求、講習の立会検査等を実施するな

ど、講習が適正かつ確実に行われるよう特段の配慮をするものとする。

２ 講習実施に伴う連絡等

運転免許課長は、講習の適正かつ確実な実施及び講習水準の維持及び向上を図

るため、規則第１８条の規定に基づき、公安委員会と密接な連絡を取るよう指定

講習機関を指導するとともに、指定講習機関が講習を実施する上で必要と認めら

れる範囲の情報提供等を行うものとする。

３ 講習実施結果の報告

指定講習機関において講習を実施したときは、取消処分者講習実施結果報告書

（別記様式第５号）を作成させ、講習終了当日に運転免許課長を経由して公安委

員会に報告させるものとする。

４ 講習受講済みの登録等

運転免許課長は、講習を実施し、又は指定講習機関から前記３の報告を受けた

ときは、速やかに講習終了者についての登録、整理等を行うものとする。

第６ その他



１ 講習効果の測定

運転免許課長は、講習の効果を測定するため、受講者の受講後における交通違

反及び交通事故の発生状況を追跡調査し、資料化とその活用に努めるものとす

る。

２ 各種事故防止

運転免許課長は、講習中の各種事故防止に万全を期するため、講習指導員等に

特段の配意をさせること。

なお、講習に係る事故に備え、対人等の保険に加入させるとともに、指定講習

機関において講習に関して発生した各種事故については、速やかに運転免許課長

を経由して公安委員会に報告させること。

３ 細目事項

この要綱に定めるもののほか、講習の運用に関し必要な事項は、交通部長が別

に定める。



別記様式第１号

取消処分者講習通知書

年 月 日

殿

宮城県公安委員会

あなたの申出により、道路交通法第１０８条の２第１項第２号に規定

する講習を下記のとおり実施いたしますので通知します。

なお、道路交通法第９６条の３の規定により、この講習を受講しなけ

れば運転免許（仮免許を除く ）の受験資格がありません。。

記

日 時

場 所

用意する物

服装、履物

等について

注意事項

備 考



別記様式第２号

取消処分者講習受講申請書

年 月 日

殿宮城県公安委員会

氏 名 生年月日 年 月 日生

住 所

免許欠格期間満了日 年 月 日 免許交付公安委員会 公安委員会

取消前に取得して 大 型 大 特 原 付 中型二 希 望 す る 四輪

い た 免 許 の 種 類 中 型 大自二 普通二
二輪

（○で囲むこと ） 準中型 普自二 大特二。
けん引

普 通 小 特 大型二 けん二 講 習 の 車 原付

※講 習 日 年 月 日 講習場所

収 収 収 収

入 入 入 入

証 証 証 証

紙 紙 紙 紙

貼 貼 貼 貼

付 付 付 付

箇 箇 箇 箇

所 所 所 所



別記様式第３号

第 号

写 真

貼 付

押 出 し

ｽ ﾀ ﾝ ﾌ ﾟ

取消処分者講習終了証明書

住 所

氏 名

年 月 日生

上記の者は、 年 月 日道路交通法第１０８条の２第１項第２号

に規定する取消処分者講習を終了した者であることを証明する。

年 月 日

実 施 機 関 印

備考１ 写真は、講習前６月以内に撮影した、無帽、正面上三分身、無背景の縦の長さ

３.０センチメートル、横の長さ２.４センチメートルのものとする。

２ 実施機関は、交付する「公安委員会名」又は「指定講習機関名及び管理者」と

する。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。



別記様式第４号

取消処分者講習終了証明書再交付申請書

年 月 日

宮城県公安委員会 殿

氏名・生年月日

年 月 日生

住 所

再交付を申請

す る 理 由

受講日 ・場所 年 月 日



別記様式第５号

取消処分者講習実施結果報告書

年 月 日

宮城県公安委員会 殿

指 定 講 習 機 関 名

管 理 者

下記の者に対して、道路交通法第１０８条の２第１項第２号に規定する講習を

年 月 日に終了したので報告する。

フ リ ガ ナ番
生年月日 住 所 指導員氏名

号 氏 名

備 考

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。


